
ICTを活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実 

（高等学校段階の病気療養中等の生徒に対するICTを活用した遠隔教育の調査研究事業） 

公募要領 

 

１ 事業名 

  高等学校段階の病気療養中等の生徒に対する ICT を活用した遠隔教育の調査研究事業 

 

２ 事業の趣旨 

  疾病による療養のため又は障害のため、相当の期間学校を欠席すると認められる児童生徒

に対する教育やその支援体制を整備することは非常に重要であり、関係者においてその充実

を図るための様々な取組が行われているところである。 

しかし、例えば、「第３期がん対策推進基本計画」（平成３０年３月閣議決定）では、

小児・ＡＹＡ世代のがん患者の学業の継続に関するサポート体制は、必ずしも十分なもの

ではなく、特に、高校教育の段階においては、その取組が遅れていることを踏まえ、療養

中においても適切な教育を受けることのできる環境の整備や、復学・就学支援など、療養

中の生徒等に対する特別支援教育をより一層充実させることが、国及び地方公共団体に求

められている。 

また、医学や医療の進歩等による入院期間の短期化や、短期間で入退院を繰り返す生徒、

退院後も引き続き治療や生活制限が必要なために通学が困難な生徒への対応など、それぞ

れの状況に応じた教育機会の確保や復学支援などが必要とされている。 

現在、新型コロナウイルス感染症を契機に、感染拡大のような事態が生じても学びの継続

を確保できる教育のICT化等を一層推進し、Society5.0 時代を生きる子供たちに相応しい教

育環境を整備することが急務となっており、対面での教育を受けることが困難である病気療

養中等の生徒に対してこそ、このようなICTを活用した遠隔教育を進めることが重要である。 

このため、本事業では、高等学校段階の入院生徒及び病院を退院後も通学が困難な生徒

に対し、学校（在籍校、前籍校）、医療機関、特別支援学校及び教育委員会等の関係機関

が連携しながら、ICTを活用した効果的な遠隔教育（同時双方向型、オンデマンド型）の

活用方法等を始め、教育の保障の在り方についての調査研究を行う。 

       

３ 事業の内容 

  本事業は、高等学校段階の病気療養中等の生徒に対するICTを活用した遠隔教育（同

時双方向型、オンデマンド型）に関する調査研究を主として実施するものであるが、併せ

て、次の点に留意して調査研究されたい。 

（１）調査研究の開始に際しては、病気療養中等の生徒の教育機会や復学支援に関する実態

調査を行うこと。具体的には、医療機関や自宅におけるICT機器の整備、通信環境、関係

機関の支援体制、学習指導、転学や復学についての状況及び課題の整理等を行うこと。 

（２）入院生徒等の在籍校及び前籍校、医療機関、特別支援学校及び教育委員会等の関係機

関が連携して調査研究を進め、支援体制を整備すること。関係機関の連携に当たっては、

特別支援学校の分校・分教室を設置・隣接している病院や小児がん拠点病院等以外にも

教育支援を要する入院生徒は存在することから、地域の医療機関に広く働き掛けること

が望ましい。 

   また、入院生徒等に対し、入院前から退院後まで継続的な支援が可能となるよう、関



係者の共通理解を図るための協議会の実施や、生徒が円滑に復学しより良い学校生活を

送れるように、医療関係者、高等学校等の教職員等を集めて復学支援会議等を実施する

ことが望ましい。 

（３）入院生徒等の実態、教育的ニーズ等を把握し、地域の実情等を踏まえ、教員の派遣、

学習支援員の配置、ICTを活用した遠隔教育（同時双方向型・オンデマンド型※）等によ

る教育支援を実施すること。また、併せて学習状況の確認方法、単位認定及び評価等の

方法についても検討すること。なお、遠隔教育を実施する際は、各種通知等を参照する

こと。 
※ 高等学校において、オンデマンド型の授業により単位認定を行う場合は、特別な教

育課程を編成して教育を実施する学校として文部科学大臣の承認を受ける必要がある

ため留意すること。 

（４）入院生徒等に対して遠隔教育を実施する場合、学習状況の確認方法、単位認定及び評

価に関する研究を行うことが望ましい。また、令和元年１１月２６日付け元文科初第１

１１４号「高等学校等におけるメディアを利用して行う授業に係る留意事項について

（通知）」を踏まえ、受信側に教師を配置せずに同時双方向型の授業を実施する場合は、

緊急時の対応、連携体制等について研究を行うことが望ましい。 

（５）入院生徒等を把握し、教育支援につなげるためには、病弱教育の意義等に関する高等

学校等の教職員の理解・情報共有が必要である。また、入院生徒等に対する教育支援に

おいては、病気についての正しい知識を得るとともに、入院生徒等の治療への不安や学

習への不安等の心理面及び健康面等に配慮する必要がある。そのため、特別支援学校

（病弱）や病弱教育に関する専門的な知見を有する学識経験者、医療関係者等の協力を

得るなどして、域内の高等学校等の教職員、教育委員会等の関係者を対象とした研修会

等の取組を講じることが望ましい。 

（６）入院生徒等の教育支援を実施するためには、病院関係者等の理解・協力を得る必要が

あることから、病院関係者等を対象に入院生徒等の教育支援に関する理解啓発のための

取組や協議会等を実施することが望ましい。 

（７）研究の成果として、入院生徒等の在籍校、前籍校、医療機関、特別支援学校及び教育

委員会等の関係機関の連携の在り方、ICTを活用した効果的な遠隔教育（同時双方向

型、オンデマンド型）の活用方法、具体的な支援事例等をまとめること。 

  

※ 本事業の支援対象について 

「入院生徒等」に該当するか否かの判断は、疾病や障害に関する医師等の専門家によ

る診断書等や、文部科学省が義務教育段階における就学事務の参考資料として作成し配

布している「教育支援資料」に示された障害種ごとの障害の状態等を基に、文部科学省

が平成２６年度に実施した長期入院児童生徒に対する教育支援に関する実態調査で示さ

れた年間延べ３０日以上の欠席という定義を一つの参考としつつ、高等学校等又はその

管理機関が行うものとする。なお、近年、医学や医療の進歩により、治療のための入院

の短期化や入院の頻回化が進んでいることから、入院生徒等の教育的ニーズや地域の実

情等に応じ、本事業における支援対象を決定すること。 

 

４ 公募対象 

以下の団体を公募対象とする。 



・都道府県・指定都市教育委員会 

（都道府県教育委員会は、域内の市（特別区を含む。以下同じ。）町村教育委員会に

本事業の一部を再委託することができる。） 

・市町村教育委員会 

 

５ 企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意を

得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でない

こと。 

 

６ 企画提案書（事業実施計画書）の提出方法等 

（１）提出様式 

企画提案書は別紙様式「事業実施計画書」によって代えるものとする。 

様式は全てＡ４縦判横書きとし、正確を期すため、パソコン等の判読しやすいもので

作成すること。 

（２）提出方法 

事業実施計画書は、以下の方法で提出すること。直接持参、郵送及びファクシミリによ

る提出は不可とする。 

・別紙様式「事業実施計画書」をWordファイル形式で、メールに添付の上、送信するこ

と。（PDFファイル形式で送信しないこと。ただし、積算根拠資料（諸謝金単価表、

旅費支給規定など）などの参考資料については、PDFファイル形式で送信可能とす

る。） 

・メールの件名は「組織名・高等学校段階の病気療養中等の生徒に対するICTを活用し

た遠隔教育の調査研究事業実施計画書」（記載例：○○教育委員会・高等学校段階

の病気療養中等の生徒に対するICTを活用した遠隔教育の調査研究事業実施計画

書）とすること。 

・添付ファイルは１通にまとめて送信すること。ただし、容量が大きくてまとめられな

い場合は件名の最後に番号を付けて複数回に分けて送信することができる。 

・事業実施計画書を受信した旨のメールを令和３年３月３日（水）までに、文部科学省

から送信する。このメールが届かない場合は令和３年３月４日（木）までに、電話に

て文部科学省へ連絡をすること。 

・メール送信上の事故（未達等）について、当方は一切の責任を負わない。 

（３）提出先 

電子メール：kisokan@mext.go.jp 

（４）提出期限 

令和３年３月２日（火）１７：００まで 

※  提出期限を過ぎてからの書類の提出及び提出期限後の書類の差替えは認めない。 

（５）その他 

事業実施計画書等の作成費用については、選定結果にかかわらず企画提案者の負担と

する。また、提出された事業実施計画書等については、返却しない。 



 

７ 事業期間、事業規模及び採択予定件数 

事業期間：契約締結後～令和４年３月３１日 

事業規模：１件当たり４００万円程度 

採択件数：５件（予定） 採択件数は審査委員会が決定する。 

※ 事業規模及び採択件数は、今後の予算編成の過程で変更する場合があることに留意

されたい。 

    

本事業は、事業期間の範囲内で、本事業における実績及び翌年度の事業実施計画書を基に

審査を行い、委託を継続することが妥当と判断した場合、契約を更新することができる。な

お、契約の締結は年度毎に行うものとする。また、予算状況等によっては、各年度の事業規

模の標準額に変動が生じる可能性がある。 

・事業期間：委託事業期間中最大２年間 

 

８ 選定方法等 

（１）選定方法 

   審査委員会において書類選考を実施する。 

（２）審査基準 

別途定める審査基準のとおり。 

（３）選定結果の通知 

選定終了後、３０日以内に全ての提案者に選定結果を通知する。 

 

９ スケジュール（予定） 

公募締切：令和３年３月２日（火） 

審  査：令和３年３月上旬 

採否通知：令和３年３月下旬 

契約締結：令和３年度予算が成立した場合に、成立日以降の令和３年度の日付で順次締結

する。 

契約期間：契約締結日から令和４年３月３１日まで 

※ 契約書締結後でなければ事業に着手できないため、事業実施計画書の作成に当たって

は、事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留意すること。

なお、再委託先がある場合は、その旨を再委託先にも十分周知すること。 

 

１０ 契約締結に関する取り決め 

（１）契約額の決定方法について 
採択決定の後、採択者と契約額及び契約の条件等について調整を行う。契約額について

は事業実施計画書の内容を勘案し、委託要項等で経費として認めているもの以外の経費、
業務の履行に必要ではない経費、過大に見積もられた経費などは負担しない。したがって
契約額は採択者が提示する参考見積価格とは必ずしも一致しないのでその点を承知してお
くこと。また、契約額及び契約の条件等について双方の合意が得られない場合には採択決
定を取り消すこととなるのでその点についても承知しておくこと。 

（２）契約締結前の執行について 

国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定するこ



ととなるため、契約予定者として選定されたとしても契約書締結後でなければ事業に着手

できないことに十分留意すること。したがって、それ以前に採択者が要した経費について

も国は負担することはないのでその点について十分留意するとともに、採択後は迅速に契

約締結を進めていくこと。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知

すること。 

 

１１ その他 
（１）７．に記載のとおり、採択件数は現時点の予定であり増減する場合がある。最終的な採

択件数は審査委員会が決定する。 
（２）公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問等について

は回答しない。質問等に係る重要な情報はホームページにて公開している本件の公募情報
に開示する。 

（３）その他、事業に係る事項については、委託要項等によるものとし、また、契約書及び事

業実施計画書等を遵守すること。 

（４）文部科学省は必要に応じて本事業の実施状況及び経理状況について調査を行うことがで

きる。 

（５）本委託事業は、令和３年度政府予算案の内容に応じ、内容の変更、規模の縮小、スケジ

ュールの変更等が生じる場合があるので、あらかじめ承知の上、応募すること。なお、再

委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知すること。 

（６）受託団体は、研究の成果と課題を普及するため、委託期間中及び委託期間終了後２年間

程度にわたり、他教育委員会等からの訪問や研究に関する情報提供の依頼に応ずるよう努

めるものとする。 

（７）各受託団体においては、各受託団体のホームページ等で取組の成果等を積極的に情報発

信すること。その際には、「令和３年度文部科学省委託事業による研究成果」等であるこ

とを記載すること。 

（８）選定の結果、契約予定者となった場合には、契約締結のため、遅滞なく以下の書類の提

出を求めることから、事前に準備をしておくこと。なお、再委託先がある場合は、再委託

先にも十分周知しておくこと。 

   〔契約締結にあたり必要となる書類〕 

・事業実施計画書（審査委員から意見が提示された場合には、その指摘事項を反映さ

せた事業実施計画書の再提出を求める。） 

・委託業務経費（再委託に係るものを含む。）の積算根拠資料（謝金単価表、旅費支

給規定など） 

・銀行口座情報（契約書の別紙として提出。なお、再委託先からの提出は不要。） 

 


